
次　第

(１)諮問事項

・狩猟鳥獣捕獲禁止区域の指定 ［資料1-1,-2,-3］

・第二種特定鳥獣管理計画（ツキノワグマ）の策定 ［資料2-1,-2］

(２)報告事項

［資料3］

［資料4］

・県内温室効果ガスの排出状況及び今後の取組 ［資料5］

・県営林におけるカーボン・クレジットの創出 ［資料6］

・第5次野生鳥獣管理対策アクションプログラムの策定 ［資料7］

・リニア中央新幹線静岡工区に係る県の動き ［資料8］

４　あいさつ

令和８年度　第１回静岡県環境審議会

　　　　　　　日時 令和８年６月５日（金）午後１時30分～ 

会場 県庁本館４階特別会議室（Ｗｅｂ併用）  

１　開会

２　議事

・水源保全地域の指定区域の変更

・温泉部会審議結果　

３　その他（県からの報告事項）

５　閉会
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（令和６年８月１日～令和８年７月31日）
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　浅見　佳世 常葉大学社会環境学部教授 ○ ○ ○ 欠

　井上　隆夫 一般社団法人静岡県環境資源協会事務局長 ○ ○

　小野寺　郷子 一般社団法人会議ファシリテーター普及協会副代表理事 ○ 欠

　亀井　暁子 静岡文化芸術大学デザイン学部教授 ○ ○ Web

　木村　浩之 静岡大学学術院理学領域教授 ○ ○ ○ Web

　小杉山　晃一 常葉大学社会環境学部准教授  ○ ◎ ○ 欠

　小沼　秀朗 静岡県議会危機管理くらし環境委員長 ○ ○ 欠

　小南　陽亮 静岡大学学術院教育学領域教授 ○ ○ ◎ ○

　五明　玲子 特定非営利活動法人サステナ・ジャパン理事・事務局長 ○ Web

　近藤　多美子 (株)環境アセスメントセンター調査計画部長 ○ ○ ○ ○

　齋藤　寛 東海大学海洋学部長 ○ ○ Web

　塩沢　秀明 静岡県環境保全協会副会長 ○ ○ 〇 ○

○谷　幸則 静岡県立大学食品栄養科学部教授 ○ ○ 欠

　中川　教子 静岡県消費者団体連盟副会長 ○ 〇 ○

○名倉　光子 NPO法人とうもんの会理事 ○ ○

◎藤川　格司 常葉大学名誉教授 ○ ○ ◎ ○

　牧野　正和 静岡県立大学食品栄養科学部教授 ◎ 〇 ○

　宮﨑　智宏 静岡県農業協同組合中央会農政営農部長 ○ ○

　望月　鉄彦 静岡県森林組合連合会代表理事常務 ○ ○ ○

　山本　早苗 常葉大学社会環境学部教授 ○ ○ ○ Web

（敬称略、五十音順　◎：会長　○：副会長　※所属部会欄の◎は部会長）

令和８年度　第１回静岡県環境審議会　委員一覧

所属部会

氏　名 職 業 ・ 役 職 等
出
欠
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秋山　雅幸 公益社団法人静岡県産業廃棄物協会専務理事 〇

井出　弘之
株式会社静鉄ストア管理本部副本部長兼人事総
務部部長

〇

稲葉　大輔
舘山寺温泉旅館組合長（静岡県ホテル旅館生活
衛生同業組合常務理事）

○

今泉　文寿 静岡大学学術院農学領域教授 ○

勝又　立雄 日本野鳥の会東富士支部事務局 ○

金澤　俊二郎 一般社団法人静岡県猟友会会長 ○

川嶋　尚正 日本魚類学会会員 ○

絹村　敏美 静岡県土地改良事業団体連合会専務理事 ○

蔵治　光一郎 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 ◎

小泉　透 国立研究開発法人森林研究・整備機構フェロー ○

小林　和昭
経済産業省関東経済産業局資源エネルギー環境
部長

○

佐々木　信博 一般社団法人伊東温泉協会副理事長 ○

佐藤　高 掛川市くらし環境部環境政策課長 〇

佐藤　弘和 静岡市環境局環境保全課長 ○

佐藤　元昭 熱海温泉組合組合長（静岡県温泉協会副会長） ○

澤井　謙二 静岡県立森林公園ビジターセンター館長 ○

白井　和伸 静岡昆虫同好会幹事 ○

杉山　靖 伊豆温泉組合理事 ○

外山　昭廣 浜名湖養魚漁業協同組合代表理事組合長 ○

髙瀬　進 静岡県漁業協同組合連合会常任理事 ○

田中　博通 東海大学名誉教授 ○

谷　秀治 林野庁静岡森林管理署長 ○ ○

手塚　泰宣 梅ヶ島温泉旅館組合副組合長 ○

濱田　禎 国土交通省中部地方整備局企画部長 ○ ○ ○

林　信濃 常葉大学経営学部経営学科准教授 〇

原　京
静岡県温泉協会修善寺支部長（静岡県温泉協会
副会長）

○

日向　孝夫 丸富製紙株式会社専務取締役 ○

平井　一之 一般社団法人静岡県環境資源協会会長 〇

正木　孝志 河津温泉協会組合長（静岡県温泉協会常務理事） ○

益子　保 益子温泉調査事務所代表 ○

松本　健作 静岡理工科大学理工学部土木工学科教授 ○

宮崎　一夫 遠州自然研究会事務局担当理事 ○ ○

山川　陽祐 筑波大学生命環境系助教 ○

渡邉　恵子 NPO法人エコハウス御殿場事務局長 〇

（敬称略、五十音順）

静岡県環境審議会　特別委員一覧

所　属　部　会

氏　　名 職業、役職等
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氏 名

杉本　昌一

山下　啓道

望月　康史

伏見　武真

西室　康二

大川井　敏文

環境局長
兼部参事（渉外調整担当）

清水　大全

環境局参事 今井　直

環境政策課長 瀧　昌高

自然保護課長 寺澤　暢

鳥獣捕獲管理室長 大川　慎一

富士山・南アルプス保全室長 本間　寛康

廃棄物リサイクル課長 緒方　啓介

生活環境課長 加茂　元哉

水資源課長 望月　良英

盛土対策課長 岡村　修幾

健康福祉部 生活衛生局 衛生課長 丸尾　聡志

令和８年度第１回静岡県環境審議会　県側出席者一覧

所　　属　・　職　　名

くらし・環境部長

くらし・環境部長代理兼ＬＧＸ推進官

くらし・環境部理事
（水資源担当）

くらし・環境部参事
（生活環境・安全担当）

くらし・環境部参事
（南アルプス自然保護担当）

くらし・環境部参事（自然共生担当）兼
環境ふれあい課長

く
ら
し
･
環
境
部

環境局
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○静岡県環境審議会条例

平成6年7月22日
条例第23号

静岡県環境審議会条例をここに公布する。

静岡県環境審議会条例

(趣旨)
第1条 この条例は、環境基本法(平成5年法律第91号)第43条第2項及び自然環境保全法(昭
和47年法律第85号)第51条第3項の規定に基づき、静岡県環境審議会(以下「審議会」とい
う。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

(一部改正〔平成13年条例1号〕)

(組織)
第2条 審議会は、委員30人以内で組織する。
2 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。

(1) 県議会の議員

(2) 学識経験のある者

(3) 関係行政機関の職員

3 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、特別委員を置くこと

ができる。

4 特別委員は、学識経験のある者及び関係行政機関の職員のうちから、知事が任命する。

(任期)
第3条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす
る。

2 委員は、再任されることができる。

3 特別委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものと

する。

(会長及び副会長)
第4条 審議会に会長及び副会長2人を置く。
2 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。

3 会長は、会務を総理する。

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、あらかじめ会長の定めた順序に

よりその職務を代理する。
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(部会)
第5条 審議会は、必要があるときは、部会を置くことができる。

2 部会に属すべき委員及び特別委員は、会長が指名する。

3 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。

4 部会長は、部会の事務を掌理する。

5 審議会は、その定めるところにより、部会の決議をもって審議会の決議とすることが

できる。

(一部改正〔平成13年条例1号〕)

(会議)
第6条 審議会は会長が、部会は部会長が招集する。

2 審議会又は部会は、委員及び議事に関係のある特別委員の過半数の出席がなければ、

会議を開き、議決をすることができない。

3 審議会又は部会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある特別委員の過半数をも

って決し、可否同数のときは、会長又は部会長の決するところによる。

(意見の聴取等)
第7条 会長又は部会長は、必要があると認めるときは、専門的事項に関し学識経験のあ

る者及び関係人に対し、審議会又は部会への出席を求め、その意見を聴取し、又は説明

を求めることができる。

(幹事)
第8条 審議会に、必要があるときは、幹事を置くことができる。

2 幹事は、県の職員のうちから、知事が任命する。

3 幹事は、審議会の所掌事務について、委員及び特別委員を補佐する。

(庶務)
第9条 審議会の庶務は、くらし・環境部において処理する。

(一部改正〔平成7年条例1号・9年1号・14年2号・19年1号・22年4号〕)

(委任)
第10条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。

附 則

(施行期日)
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1 この条例は、平成6年8月1日から施行する。
(静岡県公害防止条例の一部改正)

2 静岡県公害防止条例(昭和46年静岡県条例第3号)の一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略

附 則(平成7年3月20日条例第1号抄)
(施行期日)

1 この条例は、平成7年4月1日から施行する。

附 則(平成9年3月28日条例第1号抄)
(施行期日)

1 この条例は、平成9年4月1日から施行する。

附 則(平成13年3月28日条例第1号)
(施行期日)

1 この条例は、平成13年9月1日から施行する。
(経過措置)

2 この条例の施行後最初に選任される委員の任期は、第3条第1項本文の規定にかかわら
ず、平成14年7月31日までとする。
(静岡県立自然公園条例の一部改正)

3 静岡県立自然公園条例(昭和36年静岡県条例第53号)の一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略

(静岡県自然環境保全条例の一部改正)
4 静岡県自然環境保全条例(昭和48年静岡県条例第9号)の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

附 則(平成14年3月28日条例第2号抄)
(施行期日)

1 この条例は、平成14年4月1日から施行する。

附 則(平成19年3月20日条例第1号)
この条例は、平成19年4月1日から施行する。

附 則(平成22年3月26日条例第4号抄)
(施行期日)

1 この条例は、平成22年4月1日から施行する。

8



環 自 第 1 5 3 号

令和８年６月５日

静岡県環境審議会

会長 藤川 格司 様

静岡県知事 鈴木 康友

狩猟鳥獣捕獲禁止区域の指定について（諮問）

狩猟鳥獣捕獲禁止区域の指定について、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に

関する法律第 12 条第６項（狩猟鳥獣捕獲禁止区域の指定）において準用する第４条

第４項の規定に基づき、別記のとおり諮問します。

資料１－１
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狩猟鳥獣捕獲禁止区域の指定について

（環境局自然保護課）

１ 鳥獣保護区等の指定の根拠

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律(12、15、28、29、35条)、第13

次鳥獣保護管理事業計画

２ 各鳥獣保護区等の区域の概要

３ 県内の狩猟鳥獣（加害鳥獣を除く）捕獲禁止区域

区域区分 区域の概要 審議会案件

鳥獣保護区

（28条）

鳥獣の保護を図るために重要と認める区域で、狩

猟が禁止される。また、区域内の土地等に関し、

鳥獣の生息及び繁殖に必要な施設（営巣、給水等）

の設置について、受忍義務が発生する。

○

（新規、区域拡大）

特別保護地区

（29条）

鳥獣保護区内で、特に鳥獣保護を図る必要がある

と認められる区域で、一定の行為（工作物の設置・

立木の伐採等）が制限される。

○

（新規、再指定）

狩猟鳥獣(加害鳥

獣を除く)捕獲禁

止区域 （12条）

鳥獣の保護と農林業被害対策としての捕獲を両立

させる区域で、イノシシ、ニホンジカ等加害獣の

猟期での狩猟を認める区域。

○

（新規、再指定）

特定猟具使用禁止

区域

（35条）

銃器やわなの特定猟具による危険の予防又は静穏

の保持のため、特定猟具を使用した鳥獣の捕獲等

を禁止する必要があると認める区域。

―

指定猟法禁止区域

（15条）

鳥獣保護に重大な支障を及ぼすおそれがあると認

める猟法（本県では、鉛散弾の使用）を禁止する

区域。

―

名 称 面積(ha) 期間 市 町

東山口（イノシシ・ニホンジカを除く） 1,350 R5.11～R8.10 (3年) 掛川市

西方（イノシシ・ニホンジカを除く） 193 R5.11～R8.10 (3年) 菊川市

小笠山（イノシシ・ニホンジカを除く） 888 R5.11～R8.10 (3年) 袋井市

桜木西郷（イノシシ・ニホンジカを除く） 1,641 R6.11～R9.10 (3年) 掛川市

４箇所 4,072

資料１－２
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別記

東山口・西方・小笠山
狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く）捕獲禁止区域

西方

小笠山

東山口
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別記

１ 東山口狩猟鳥獣捕獲禁止区域の再指定

（１）概要

ア 名 称：東山口狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く）捕獲禁止区域

イ 区 域：掛川市の東部に位置し、東山口地区、日坂地区、満水地区等から

なる区域

ウ 面 積：1,350 ヘクタール

エ 存続期間：令和８年 11 月１日から令和 11 年 10 月 31 日まで(３年間)

オ 概 要：林野が７割近くを占めている豊かな自然に恵まれた地域であり、

鳥獣の生息の好適地である。また、つま恋リゾートや旧東海道等、

自然と文化の両面を合わせ持ち、自然散策などにも利用されてい

る地域である。

（生息する主な鳥獣）

鳥類：キジ、ヤマドリ、コガラ、シジュウカラ等

獣類：イノシシ、ニホンジカ、カモシカ、タヌキ、ハクビシン、

アナグマ等

カ 経 緯：昭和 46 年 鳥獣保護区に指定

平成 23 年 狩猟鳥獣捕獲禁止区域に指定替え

以降、３年ごとに再指定

（２）指定の理由

イノシシ、ニホンジカによる農業被害が依然として多いことから、鳥類等の小動

物の生息環境の保護と農業被害軽減を図るため、引き続き狩猟鳥獣捕獲禁止区域と

して再指定する。

（３）過去の有害鳥獣捕獲の状況（過去３年）

ア 有害鳥獣捕獲許可件数

16 件

イ 加害鳥獣の種名（被害作物、樹木名等）

イノシシ（茶、竹の子、いも類、野菜等）

ニホンジカ（水稲、豆類、果樹、野菜等）
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別記

２ 西方狩猟鳥獣捕獲禁止区域の再指定
にしかた

（１）概要

ア 名 称：西方狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く）捕獲禁止区域

イ 区 域：菊川市北西部に位置し、公文名地区、沢田地区、島川地区、田ヶ

谷地区等からなる区域

ウ 面 積：193 ヘクタール

エ 存続期間：令和８年 11 月１日から令和 11 年 10 月 31 日まで(３年間)

オ 概 要：本区域は、キジ、ヤマドリを始めメジロ、ホオジロ等の小鳥類が

多数生息している。区域内には住宅及び農地が散在していること

から、鳥獣の保護に加え狩猟に伴う事故の防止も求められている。

（生息する主な鳥獣）

鳥類：キジ、ヤマドリ、コガラ、シジュウカラ等

獣類：イノシシ、ニホンジカ、カモシカ、タヌキ、ハクビシン、

アナグマ等

カ 経 緯：平成元年 鳥獣保護区に指定

平成 23 年 狩猟鳥獣捕獲禁止区域に指定替え

以降、３年ごとに再指定

（２）指定の理由

イノシシ、ニホンジカによる農業被害が依然として多いことから、鳥類等の小動

物の生息環境の保護と農業被害軽減を図るため、引き続き狩猟鳥獣（イノシシ、ニ

ホンジカを除く。）捕獲禁止区域として再指定する。

（３）過去の有害鳥獣捕獲の状況（過去３年）

ア 有害鳥獣捕獲許可件数

12 件

イ 加害鳥獣の種名（被害作物、樹木名等）

イノシシ（水稲、茶、竹の子、いも類、野菜等）

ニホンジカ（水稲、果樹、野菜等）
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別記

東山口・西方 狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く）捕獲禁止区域

西方狩猟鳥獣捕獲

禁止区域（菊川市）つま恋リゾート

東山口狩猟鳥獣捕獲

禁止区域（掛川市）
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別記

３ 小笠山狩猟鳥獣捕獲禁止区域の再指定

（１）概要

ア 名 称：小笠山狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く）捕獲禁止区域

イ 区 域：袋井市東部の小笠山周辺地域

ウ 面 積：888 ヘクタール（以前の「小笠山鳥獣保護区」の袋井市部分）

エ 存続期間：令和８年 11 月１日から令和 11 年 10 月 31 日まで(３年間)

オ 概 要：本区域は、自然環境の保全された緑豊かな丘陵地で、キジ、ウグ

イス、ヤマガラ、メジロ等の鳥獣が繁殖、生息するため良好な環

境条件を備えている。

（生息する主な鳥獣）

鳥類：キジ、ウグイス、メジロ、ヤマガラ等

獣類：イノシシ、ニホンジカ、タヌキ、ハクビシン、アナグマ等

カ 経 緯：昭和 55 年 鳥獣保護区に指定

令和２年 狩猟鳥獣捕獲禁区域に指定替え

（２）指定の理由

イノシシ、ニホンジカによる被害が増加している状況であることから、鳥類の

生息環境の保護と農業被害防止を図るため、引き続き狩猟鳥獣（イノシシ・ニホ

ンジカを除く。）捕獲禁止区域として再指定する。

（３）過去の有害鳥獣捕獲の状況（過去３年）

ア 有害鳥獣捕獲許可件数

13 件

イ 加害鳥獣の種名（被害作物、樹木名等）

イノシシ（茶、柑橘類、竹の子、芋類、野菜等）

ニホンジカ（水稲等）
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別記

小笠山運動公園（エコパ）

小笠山狩猟鳥獣捕獲

禁止区域（袋井市）

小笠山 狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く）捕獲禁止区域

16



狩猟鳥獣捕獲禁止区域の指定について

令和８年６月５日

静岡県くらし・環境部環境局自然保護課

資料１－３

2

説明内容

１ 狩猟鳥獣捕獲禁止区域の概要

２ 諮問事項
  狩猟鳥獣捕獲禁止区域の指定

３ 今後のスケジュール
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3

静岡県における鳥獣保護区等の設置状況（Ｒ８.４）

種　類 概　要 県内設置数

鳥獣保護区
・鳥獣の保護を図るために重要と認める区域
・狩猟は禁止される（有害捕獲、管理捕獲は可能）

105箇所

鳥獣保護区
特別保護地区

・鳥獣保護区内で、特に鳥獣保護を図る必要があ
　る区域
・工作物の設置・立木の伐採等が制限される

４箇所

狩猟鳥獣
捕獲禁止区域

・鳥獣の保護と農林業被害対策としての捕獲を両
　立させる区域
・イノシシ・ニホンジカ等加害獣の猟期での狩猟は　
　認める

４箇所
※今回諮問

３箇所

特定猟具（銃）
使用禁止区域

危険の予防並びに静穏の保持のため、特定猟具
（銃）を使用した鳥獣の捕獲を禁止する区域

105箇所

指定猟法禁止区域
（鉛製散弾の使用禁止）

鳥獣保護に重大な支障を及ぼすおそれがあると認
める猟法（本県では鉛散弾の使用）を禁止する区域

１箇所

4

区　分
鳥獣保護区

（特別保護地区）
狩猟鳥獣

捕獲禁止区域
特定猟具（銃）
使用禁止区域

指定猟法
禁止区域

一般区域

目　的
鳥獣の保護

（生息地の保護）
鳥獣の保護

危険の予防
静穏の保持

鳥獣の保護
（鉛中毒の防止）

―

指定期間 原則10年 ３年程度 原則10年 無期限 ―

捕獲が
行える
期間

禁　止
猟期３か月
（11月15日
～2月15日）

猟期３か月
（11月15日
～2月15日）

猟期３か月
（11月15日
～2月15日）

猟期３か月
（11月15日

　　～2月15日）

狩猟
（狩猟鳥獣が

対象）
×

△
（特定の狩猟鳥獣

のみ狩猟可）
○ ○ ○

地形改変等
行為

（特別保護地区）
工作物の設置、伐採

等を制限
－ － － －

鳥獣保護区等の区域の区分
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①　鳥獣の保護・静穏な環境維持　
　　　 （キジ、ヤマドリ、コガラ、シジュウカラ 等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

             ⇒  イノシシ･ニホンジカ以外の鳥獣は保護される　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

②　イノシシ･ニホンジカ被害対策

             ⇒  狩猟により、イノシシ･ニホンジカ被害対策の  
                   効果が期待される

鳥獣保護とイノシシ・ニホンジカ被害対策の両立　
5

狩猟鳥獣捕獲禁止区域の指定の効果

6

２ 諮問事項

狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く。）捕獲禁止区域の指定

（１）東山口狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く。）捕獲禁止区域

　　（掛川市）

（２）西方狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く。）捕獲禁止区域

　　（菊川市）

（３）小笠山狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く。）捕獲禁止区域

　　（袋井市）

19



7

狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く。）捕獲禁止区域の指定

東山口及び西方狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く。）捕獲禁止区域　　

　（１）東山口【再指定】

　　 位　　　置：掛川市東部に位置

　　 面　　　積：1,350ha 　　

　　 存続期間：令和８年11月１日から

　　　　　　　　   令和11年10月31日まで

　（２）西方【再指定】

　　 位　　　置：菊川市北西部に位置

　　 面　　　積：193ha 

　   存続期間：令和８年11月１日から

　　　　　　　   　令和11年10月31日まで

8

東山口・西方 位置図

(１)東山口(掛川市）

つま恋リゾート

(２)西方（菊川市）
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　昭和46年（東山口）、平成元年（西方）に鳥獣保護区として指定
イノシシ被害の増加　　　　　　　　　　　　　　

【指定経緯】

●地元住民（部農会、自治会）

●地元猟友会

 ⇒ イノシシ・ニホンジカの被害が減少していないので、このまま狩猟による
  捕獲を続けたい

 ⇒ 区域内ではイノシシ・ニホンジカの足跡やヌタ場が依然として多く認められる

   平成23年より狩猟鳥獣(イノシシ・ニホンジカを除く。)捕獲禁止区域に指定

     

掛川市・菊川市から再指定の要望

 平成26年以降、３年ごとに再指定

　 引き続き、狩猟鳥獣(イノシシ・ニホンジカを除く)捕獲禁止区域として指定
9

10

【イノシシ有害捕獲数】
・東山口

・西方

【加害獣による農業被害及び対策】

東山口・西方の有害捕獲数・被害状況

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

頭数 11 18 44 51 56 55

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

頭数 15 18 39 40 39 42

電気柵設置状況こすりつけによる果樹皮剥ぎ 21



11

小笠山狩猟鳥獣（イノシシ・ニホンジカを除く。）捕獲禁止区域

 （３）小笠山地区【再指定】
     位　　　置：袋井市東部に位置

　   面　　　積：888ha 

　   存続期間：令和５年11月１日から
　　　　　　　　　令和８年10月31日まで

小笠山運動公園（エコパ）

　昭和55年に鳥獣保護区として指定

イノシシ被害の増加　　　　　　　　　　　　　　

【指定経緯】

●地元住民（部農会、自治会）

●地元猟友会

 ⇒ 平成20年くらいから、イノシシ・ニホンジカの被害が増加している。

　　 有害駆除など鳥獣被害防止対策を行ってきたが、被害が減らないため、
　　 狩猟による捕獲もお願いしたい。

 ⇒ 区域内ではイノシシ・ニホンジカの足跡やヌタ場が依然として多く認められる。

   令和２年度より狩猟鳥獣(イノシシ・ニホンジカを除く。)捕獲禁止区域に指定

 

 令和５年度に再指定

　 引き続き、狩猟鳥獣(イノシシ・ニホンジカを除く)捕獲禁止区域として指定
12

袋井市から再指定の要望
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13

【イノシシ有害捕獲数】

小笠山の有害捕獲数・農業被害状況

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

頭数 40 ９ ９ 10 11 10

※主な被害作物等
 茶等、柑橘類、たけのこ、芋類、野菜 等

農作物の食害イノシシによる掘り返し

14

３ 今後のスケジュール

内　容 スケジュール

県環境審議会　諮問 ６月５日

鳥獣保護部会　審議 ７月

県環境審議会　答申 ９月

県公報　告示 10月末まで

狩猟期間　開始
（イノシシ・ニホンジカの狩猟）

11月15日～
（11月１日～）
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第二種特定鳥獣管理計画（ツキノワグマ）の策定について

第二種特定鳥獣管理計画は、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

第７条の２に基づき、生息数が著しく増加し、又はその生息地の範囲が拡大している

鳥獣がある場合において、都道府県知事が定めることができるとされている。

近年、生息地域が拡大しているツキノワグマ（以下、「クマ」という。）について、

下記のとおり管理計画を策定する。

１ 計画期間

令和９年４月１日から令和 14 年３月 31 日まで（５年間）

２ 計画の目的

静岡県に生息するクマの科学的及び計画的な保護・管理により、クマの分布域拡

大の抑制、人身被害の防止及び農林業被害の軽減を図るとともに、県内の地域個体

群を安定的に維持することで、人とクマとの軋轢を軽減しつつ共存することを目的

とする。

３ 生息頭数の推計(R6 調査) （単位：頭） 【生息密度】

４ 本計画における目標

個体群 推計値 中央値

県全域 386-738 543

富士 68-146 102

南アルプス 301-611 441

目 標 内 容

①分布域拡大の抑制
人の生活圏付近及び伊豆地域への分布域の拡大を抑制

する。

②人の活動域における

人身被害ゼロ

人家や農地がある人の生活圏及び林業従事者等が活動

する山林での人身被害をゼロにする。

③個体群の安定的な維持
県内の南アルプス及び富士地域個体群の安定的な維持

を図る。

④農林業被害の軽減 林業被害や農作物の被害を軽減する。

別記
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５ 目標達成のための基本的な方針

（１）順応的管理

野生動物の生息動向は常に変化する中で、情報を得られる機会が少ないクマの

生息動向を正確に把握することは困難である。また、生息密度は高くなく、繁殖

率が低いという特性を踏まえると、クマの保護・管理では、施策効果の検証と改

善が特に重要となることから、モニタリングにより生息動向の把握に努め、施策

が適切であるか評価・検証し、計画を修正していく PDCA サイクルに基づく順応

的管理を行う。

【PDCA サイクルに基づく順応的管理】

（２）各保護管理ユニットでの個体群管理の方針

県内に３つの保護管理ユニットを設定し管理方針を定める。

ユニットの名称 範 囲 管理方針

南アルプス

保護管理ユニット
県西端から富士川までの地域

個体群の安定的な維持

と人との軋轢の軽減

富 士

保護管理ユニット

県東端から富士川までの地域

(ただし、伊豆管理ユニットを除く。）

個体群の安定的な維持

と人との軋轢の軽減

伊 豆

管理ユニット

沼津市のうち狩野川以南の地域、熱

海市、伊東市、伊豆市、伊豆の国市、

下田市、賀茂郡、田方郡

クマの定着の防止

特定鳥獣管理計画

・保護・管理の目標設定

・個体群、被害管理等の方針

・モニタリング方針 等

施策の実行
・個体群の管理

・生息環境の整備

・農林業被害の防除
・普及啓発 ・人材育成

特定鳥獣管理計画の見直し

・状況変化等による見直し(随時)

・中間見直し(計画期間３年目)

・改定(計画期間５年目）

モニタリング
・捕獲情報等の収集

・個体数の推計 等

検討会での評価・検証

Plan(計画） Do(実行）

Check(評価）Action(改善）
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（３）ゾーニング管理

クマの生息地の自然環境及び人の土地利用状況を踏まえ、コア生息地、緩衝地

域、排除地域の３つのゾーン区分を設定し、各ゾーンの定義及び管理方針を定め

る。また、緩衝地域の中でクマの定着を防ぐ地域を「管理強化区域」に設定し、

環境整備等の強化、個体数の調整を目的とした捕獲を実施する。

【各ゾーン区分の定義と管理対策】

ゾーン区分 定義 管理対策

コア生息地

クマの主要な生息地

として生息環境の保

全を図る地域

・針広混交林化の推進

・生態系に影響を及ぼすニホンジカの管

理強化による生息環境の保全

・鳥獣保護区等の指定(維持)

・環境整備

・個体数推計、分布域のモニタリング

緩衝地域

(コア生息地

と人の生活圏

との間)

人とクマの利用域が

重なる、人とクマとの

軋轢を防止する地域

・農林業被害の防除（有害捕獲を含む）

・環境整備

・分布域のモニタリング

管理強化

区域

緩衝地域のうちクマ

の定着を防ぐ地域

・環境整備

・個体数の調整

・生息動向のモニタリング

排除地域

(人の生活圏)

(伊豆ﾕﾆｯﾄ)

クマの侵入を排除す

る地域

(人家、農地等）

・環境整備

・侵入個体の排除
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第二種特定鳥獣管理計画

（ツキノワグマ）の策定について

令和８年６月５日

静岡県くらし・環境部環境局自然保護課

資料２－２

2

第二種特定鳥獣管理計画（ツキノワグマ）の概要

第二種特定鳥獣管理計画は、鳥獣保護管理法第７条の２に基づき、生息数が著しく増加
し、又はその生息地の範囲が拡大している鳥獣がある場合において、都道府県知事が定
める。

計画期間

令和９年４月１日から令和14年３月31日まで（５年間）

第二種特定鳥獣管理計画とは

計画の目的

静岡県に生息するツキノワグマの科学的及び計画的な保護・管理により、クマの分布域
拡大の抑制、人身被害の防止及び農林業被害の軽減を図るとともに、県内の地域個体群
を安定的に維持することで、人とクマとの軋轢を軽減しつつ共存することを目的とする。
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3

県内の状況

静岡県内の生息数

令和６年度に生息数の推計調査を実施し、県内全域の生息頭数は543頭（中央値）と推計

個体群 推計値(頭) 中央値(頭)

静岡県全域 386-738 543

　富士 68-146 102

　南アルプス 301-611 441

【生息頭数の推計値】

調査で撮影されたツキノワグマ

4

県内の状況

・令和５年度以降、目撃数は増加傾向。令和７年度は200件となり、統計を開始した平成
　25年度以降で最多
・近年、これまで生息が確認されていなかった伊豆地域での捕獲(R3,R5)や中遠地域では
　市街地への出没(R7)も発生

R7クマ出没マップ

目撃・出没の状況

目撃数の推移（H25～R7）

※目撃情報には、見間違いの可能性がある目撃も含まれる29



5

県内の状況

・1992(平成4)年度以降、県内でのクマの狩猟は自粛
・現在は、南アルプス地域において、例年20～30件の許可捕獲（林業被害防止）を実施
・人的被害の発生のおそれ等がある場合には、事案ごとに許可捕獲を実施

捕獲の状況

6

県内の状況

・人身被害：統計のある2005(平成17)年度以降、７件(８名)の人身被害が発生
・林業被害：南アルプス地域で恒常的に発生（防除及び捕獲を実施）
・農業被害：養蜂・養鶏を中心に散発的に発生

時期 場　所 状　況 

H17.4  富士宮市猪之頭 男性１名が河川付近にいるクマに遭遇し負傷 

H17.7  静岡市葵区田代 登山中の男性２名がクマに遭遇し負傷 

H20.10  富士市大淵 きのこ狩りの男性１名がクマに遭遇し負傷 

H24.10  小山町須走 きのこ狩りの男性１名がクマに遭遇し負傷 

R3.8  浜松市天竜区水窪町地頭方 猟犬に餌やりにきた男性１名がクマに遭遇し負傷

R3.10  小山町生土 農作業中の男性１名がクマに遭遇し負傷 

R4.7  静岡市葵区田代 
有害捕獲用のはこ罠を見回りにしていた男性１名が子
グマが掛かった罠の付近にいた親グマに襲われ負傷 

県内における人身被害の状況

被害の状況
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7

計画における目標

目　標 内　容 

①分布域拡大の抑制
人の生活圏付近及び伊豆地域への分布域の拡大を抑
制する。 

②人の活動域における人身被害ゼロ
人家や農地がある人の生活圏及び林業従事者等が活
動する山林での人身被害をゼロにする。

③個体群の安定的な維持 
県内の南アルプス及び富士地域個体群の安定的な維
持を図る。

④農林業被害の軽減 林業被害や農作物の被害を軽減する。 

県内の現状を踏まえ、４つの目標を設定し、目標達成に向けた方針・対策を計画で
まとめる。

計画に定める目標

8

目標達成のための基本的な方針

・令和６年度から、学識経験者や関係団体で構成する「静岡県ツキノワグマ保護・管理
　の在り方検討会」を設置し、対策の検討、施策評価等を実施
・モニタリングによりクマの生息動向の把握に努め、施策が適切であるか評価・検証し、
　計画を修正していくPDCA サイクルに基づく順応的管理を行う。

順応的管理

PDCAサイクルに基づく順応的管理
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9

目標達成のための基本的な方針

・クマの生息状況等を踏まえ、３つの保護管理
　ユニットを設定
・各ユニットで管理方針を定め、具体的な対策
　を検討・実施

保護管理ユニットでの個体群管理

保護管理ユニットと管理方針

ユニットの名称 範　囲 管理方針 

南アルプス 
保護管理ユニット 

県西端から富士川までの地域 
個体群の安定的な維持と人と
の軋轢の軽減 

富　士 

保護管理ユニット

県東端から富士川までの地域 

(ただし、伊豆管理ユニットを除く。） 
個体群の安定的な維持と人と
の軋轢の軽減

伊　豆 
管理ユニット 

沼津市のうち狩野川以南の地域、熱海
市、伊東市、伊豆市、伊豆の国市、下
田市、賀茂郡、田方郡 

クマの定着の防止 

10

目標達成のための基本的な方針

・クマの生息地の自然環境及び人の土地利用状況を踏まえ、コア生息地、緩衝地域、排
　除地域の３つのゾーン区分を設定
・緩衝地域の中でクマの定着を防ぐ地域を「管理強化区域」に設定し、環境整備等の強
　化、個体数の調整を目的とした捕獲を実施

ゾーニング管理

ゾーン区分 定義 管理対策

コア生息地 
クマの主要な生息地として
生息環境の保全を図る地域 

・針広混交林化の推進
・生態系に影響を及ぼすニホンジカの管理強
　化による生息環境の保全
・鳥獣保護区等の指定
・環境整備
・個体数推計、分布域のモニタリング

緩衝地域 
(コア生息地と人の生活圏との間) 

人とクマの利用域が重なる、
人とクマとの軋轢を防止す
る地域 

・農林業被害の防除（有害捕獲を含む）
・環境整備
・分布域のモニタリング 

 管理強化区域
緩衝地域のうちクマの定着
を防ぐ地域 

・環境整備
・個体数の調整
・生息動向のモニタリング

排除地域 
(人の生活圏) 
(伊豆ﾕﾆｯﾄ) 

 クマの侵入を排除する地域 
 (人家、農地等） 

・環境整備
・侵入個体の排除

各ゾーン区分の定義と管理対策
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11

目標達成のための基本的な方針

ゾーニング管理のイメージ

12

今後のスケジュール（予定）

・令和８年６月　環境審議会への諮問

・　〃　　７月　環境審議会鳥獣部会での審議①

・　〃　　７～11月　関係機関等との調整

・　〃　　11月　環境審議会鳥獣部会での審議②

・令和９年１月　環境審議会の答申

・　〃　　２月　環境省への報告

・　〃　　３月　第二種特定鳥獣管理計画の策定・公表

計画策定までのスケジュール
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資料３

水源保全地域の指定区域の変更

（静岡県環境審議会水循環保全部会）

１ 水源保全地域の指定区域の変更に関する審議について

(1) 答申までの経過

令和６年 ６月 ３日 「静岡県環境審議会条例に基づく決議事項について」に定め

る簡易事項とし、部会の決議をもって審議会の決議とする取

扱いに基づき審議することを決定

令和８年 ４月24日 知事から環境審議会に諮問

令和８年 ４月27日 環境審議会から水循環保全部会へ審議を付託

令和８年 ５月 ８日 水循環保全部会に事前説明（web）

令和８年 ５月27日 水循環保全部会において審議（書面）

令和８年 ５月28日 結果を環境審議会会長へ報告、会長から知事へ答申

(2) 諮問内容

令和８年４月１日に５条森林の区域が変更されたことに伴い、水源保全地域の区

域を変更する（＜別表＞水源保全地域の変更対照表参照）。

(3) 審議結果

諮問内容のとおり、水源保全地域の指定区域を変更することが適当である。

２ スケジュール

※国有林を水源保全地域に指定していないため、国有林野の管理者については、意見照会を実施しない。

月 日

市町・河川管理者・環境審議会意見

（条例第16条第２項）

公告・縦覧・告示手続

（条例第16条第３項）

４月24日 知事から環境審議会に諮問

市町・河川管理者意見照会開始

公告・縦覧開始

５月 ８日 水循環保全部会に事前説明（web）

５月 21日 市町・河川管理者意見照会終了

５月25日 公告・縦覧終了

５月27日 水循環保全部会において審議（書面）

５月28日 部会長から会長へ報告

５月28日 会長から知事へ答申

５月29日 告示

６月 １日 変更
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＜表＞水源保全地域の変更対照表

※森林簿上での面積であり、森林簿の数値のみを補正した区域の面積変化も含む

水源保全地域 区域の

拡張

区域の

除外

森林簿面積

の増減

備考

静岡市水源保全地域 － ○ 減少 小規模林地開発

浜松市水源保全地域 ○ ○ 減少 小規模林地開発、森林簿の補正

沼津市水源保全地域 － － －

熱海市水源保全地域 － ○ 減少 小規模林地開発

三島市水源保全地域 － ○ 減少 森林簿の補正

富士宮市水源保全地域 ○ ○ 減少 林地開発、森林簿の補正

伊東市水源保全地域 ○ ○ 減少 小規模林地開発、森林簿の補正

島田市水源保全地域 － ○ 減少 林地開発

富士市水源保全地域 ○ ○ 減少 林地開発、森林簿の補正

磐田市水源保全地域 ○ ○ 減少 林地開発、森林簿の補正

焼津市水源保全地域 － － －

掛川市水源保全地域 ○ ○ 減少 林地開発、森林簿の補正

藤枝市水源保全地域 ○ ○ 増加 林地開発、森林簿の補正

御殿場市水源保全地域 － － －

袋井市水源保全地域 ○ ○ 減少 林地開発、森林簿の補正

下田市水源保全地域 ○ ○ 減少 林地開発、森林簿の補正

裾野市水源保全地域 － ○ 減少 森林簿の補正

湖西市水源保全地域 － ○ 減少 小規模林地開発

伊豆市水源保全地域 － ○ 減少 林地開発

御前崎市水源保全地域 － ○ 減少 小規模林地開発

菊川市水源保全地域 － － －

伊豆の国市水源保全地域 － － －

牧之原市水源保全地域 － ○ 減少 林地開発

東伊豆町水源保全地域 － ○ 減少 林地開発

河津町水源保全地域 ○ － 増加 森林簿の補正

南伊豆町水源保全地域 － ○ 減少 林地開発

松崎町水源保全地域 － － －

西伊豆町水源保全地域 － － －

函南町水源保全地域 － ○ 減少 森林簿の補正

清水町水源保全地域 － － －

長泉町水源保全地域 － － －

小山町水源保全地域 － ○ 減少 林地開発

吉田町水源保全地域 － － －

川根本町水源保全地域 ○ ○ 減少 小規模林地開発、森林簿の補正

森町水源保全地域 ○ ○ 増加 小規模林地開発、森林簿の補正

合計
12市町 24市町

-186.66ha※
+ 2.07ha※ -188.73ha※
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資料 ４

温泉部会審議結果 （令和７年度第３回）

（静岡県環境審議会 温泉部会）

１ 温泉法に基づく土地掘削及び動力装置の許可申請について

(1) 答申までの経過

令和７年 12 月 16 日 環境審議会へ諮問

令和７年 12 月 17 日 温泉部会付託

令和８年１月 22 日 温泉部会審議

令和８年１月 26 日 環境審議会答申

(2) 諮問内容及び審議結果

２ 参考

○温泉法

・手数料：掘削申請 14 万円、増堀申請 13 万円、動力装置申請 11 万円（Ｒ８年３月末まで）

番号
諮 問 内 容

審 議 結 果
行為 掘削等の場所 概 要

１ 掘削
御殿場市東山

字角エ下

一般地域

深度 1,000ｍ、口径 150Ａ

申請のとおり許可す

ることが適当である。

２ 掘削
御殿場市水土野

字大塚平

一般地域

深度 1,500ｍ、口径 100Ａ

申請のとおり許可す

ることが適当である。

３ 掘削 熱海市春日町
保護地域

深度 355.76ｍ、口径 125Ａ

申請のとおり許可す

ることが適当である。

４
動力

装置
熱海市林ガ丘町

保護地域

水中ポンプ 5.5kw、64.4Ｌ/分

申請のとおり許可す

ることが適当である。

５
動力

装置

伊東市湯川字

堅岩

準保護地域

水中ポンプ 5.5kw、270Ｌ/分

申請のとおり許可す

ることが適当である。

６
動力

装置

伊東市吉田字

樋洞

準保護地域

水中ポンプ 11kw、108Ｌ/分

申請のとおり許可す

ることが適当である。

第一条(目的) この法律は、温泉を保護し、温泉の採取等に伴い発生する可燃性天然ガスによる災

害を防止し、及び温泉の利用の適正を図り、もつて公共の福祉の増進に寄与することを目的とす

る。

第三条(土地の掘削の許可) 温泉をゆう出させる目的で土地を掘削しようとする者は、環境省令で

定めるところにより、都道府県知事に申請してその許可を受けなければならない。

第十一条(増掘又は動力の装置の許可等) 温泉のゆう出路を増掘し、又は温泉のゆう出量を増加さ

せるために動力を装置しようとする者は、環境省令で定めるところにより、都道府県知事に申請

してその許可を受けなければならない。

第三十二条(審議会その他の合議制の機関への諮問) 都道府県知事は、第三条第一項、第四条第一

項、第九条、第十一条第一項又は第十二条の規定による処分をしようとするときは、自然環境保

全法第五十一条の規定により置かれる審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければなら

ない。
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